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内 容内 容

１．IT産業の現状
－ IT分野における競争環境の変化と競争力の現状
－ 電気・電子・情報関連業界の現状
－ 情報サービス・ソフトウェア産業の現状
－ 情報システムの信頼性向上について

２．IT経営力強化に向けた政策展開
－ IT化のステージ
－ 「IT経営」について
－ 「ＩＴの戦略的導入のための行動指針」

３．情報サービス・ソフトウェア産業を巡る政策の方向性
－ 望ましい産業像（新世紀型情報サービス・ソフトウェア産業）
－ 情報サービス産業対策
－ ソフトウェア産業対策
－ 人材対策

４．ビジネスグリッドの推進とサービスイノベーション
－ ソフトウェア技術政策の方向性
－ ビジネスグリッドコンピューティングプロジェクト（政策目標とその評価）
－ ＩＴによる「情報大航海時代」の到来
－ グリッド技術に期待する今後の方向性
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ＩＴ産業の現状について

出所：平成１６年機械統計年報（経済産業省）、平成１６年度通信産業基本調査（総務省）、デジタルコンテンツ白書２００５（デジタルコンテンツ協会）、平成１６年特定サービス産業実態調査報告書（経済産業省）
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データベース・サービス
各種調査
その他

1.8兆円



JPGRID-GW06

3

5

IT分野における競争環境の変化と競争力の現状①

１．ＩＴ利活用の抜本的進展

日本ではe-Japan戦略（インフラ整備）、e-Japan戦略II（利活用の初期（先導
的）段階。利便性追求）からＩＴ新改革戦略（利活用の拡充段階、社会的課題
解決）へ。

－ 日本の電子政府進捗度は、１１位（2004年）から５位（2005年）へ向上。①カナダ、②アメリカ、
③デンマーク ③シンガポール、⑤日本⑤オーストラリア⑤フランス （出典：アクセンチュア）

－ インターネット普及率は、デンマーク（66%）韓国（65%）シンガポール(64%)アメリカ(62%)
カナダ(60%)日本(55%) フランス(41%)の順。 （出典：インターネット白書2005）
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IT分野における競争環境の変化と競争力の現状②

２．ＩＴ関連製品、ソフトウェアの進化

パソコンは、モジュール製品化・コモデティ化。従来型製造ビジネスモデルでは、完成品分野での競争力確保困難。

日本企業の活路は情報家電。この分野がコモデティ化する前に、より先へ行くビジネスモデルが確立できるかが課題。

ルーターは、インターネットの爆発的普及に伴って急成長。従来の回線交換機を駆逐。

（１）ＩＴ機器・製品

半導体は、コンピュータ、情報家電の性能を決めるキーデバイス。コストに加え、機能、動作速度、記憶容量、省電力等が差別化要
素であり、微細化技術がポイント。さらに、製造プロセスにおける技術力に加えて、製品企画力・設計力やビジネスモデルが利益率を
決める。

ストレージは、今後、情報家電の普及に伴い、動画等も含めた情報コンテンツを何時でも何処でも蓄えて利用できる超大容量小型ス
トレージの需要が拡大。

電子タグは、国際標準化にはほぼ目途。今後は価格競争と利活用提案が活発化見込み。リユースを前提にした高付加価値型電子タ
グの開発も進展見込み。

電子部品は、キャパシタ、水晶発振子、磁性部品等極めて多岐に渡っており、それぞれ材料・素材、加工方法等に独自の技術・ノウハ
ウの蓄積が必要。

（２）コアデバイス・機能部材

OSは、デファクトを獲得したMS vs ｵｰﾌﾟﾝｱｰｷﾃｸﾁｬの構図。勝負はミドルウェアからアプリケーションへ。情報家電における競争も激化。

検索エンジンは、Googleが世界市場を席巻。検索精度の技術向上、映像検索やパーソナル検索等のニーズの高まりにより、新たなプ
レイヤーを交えた競争が活発化する可能性あり。

（３）ＯＳ・ミドルウェア・情報サービス

携帯電話は、日本は、第２世代までは国際標準化で失敗。第３世代以降での国際競争力向上が課題。

平面ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲは、液晶、PDPとも日本の独自技術で世界をリード。コスト競争力をつけた韓国・台湾が急速に追い上げ。

ソフトウェアは、経済社会システム全体の基盤として機能。ところが、最近では、証券・金融システム、交通管制システム等のトラブル
が頻発しており、ソフトウェアの品質・信頼性及び安全性の確保が喫緊の課題。ソフトウェアエンジニアリング手法の開発は、米国や
欧州が官民あげた取組により先行。ソフトウェア人材が豊富な中印に遅れないようにキャッチアップするとともに、日本の開発実態に
即した手法を開発していくことが課題。

スパコンは、2002年に日本の地球シミュレータ(NEC)がランキング第１位を奪取。しかし、2004年、米国ローレンス研に設置された米国
のBlueGene/L(IBM）がランキング第１位となり、現在に至る（地球シミュレータは第７位に後退）。
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IT分野における技術課題

～我が国の戦略～～我が国の戦略～

- 研究開発の推進研究開発の推進
- 選択と集中選択と集中
- 政府調達政府調達

半導体・デバイス

■求められる性能
高速化(動作周波数を1.9倍)、低消費電力(１トランジスタ・ １
動作当たりの消費電力を1/5)、動作確実性等
■課題
微細化技術(線幅45nm)、新材料(高・低誘電材料)開発 等

通信・ネットワーク

■求められる性能
超高速大容量(伝送速度を4倍以上)、低消費電力(伝送速度で
割った消費電力を1/3)、高信頼性等
■課題
光デバイス技術(光スイッチ等)、超広帯域無線技術(1Gb/s)、セ
キュリティ技術の開発等

ディスプレイ

■求められる性能
高速動画追従、大画面化（液晶80インチ・PDP120インチ）、高精細化(画
素数4倍)、低消費電力、高信頼性（長寿命等）、折曲可能 等
■課題
高速透明トランジスタ（シリコン結晶化）、製造技術（省エネ・低コスト）、新
材料（有機EL等)の開発等

検索等アルゴリズム

■求められる性能
ネット上に蓄積された
膨大なコンテンツから
必要な情報を簡便かつ
的確に探し出す等
■課題
映像イメージベース
検索技術、意味解釈
技術等の開発等
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中小型ディスプレイ

出典：Goldman Sachs平面テレビ

平面ディスプレイ市場見通し（アプリケーション別）

現状 2007 2010

最小線幅
（ﾅﾉﾒｰﾄﾙ）

90 65 45

ＯＳ／ミドルウェア

■求められる性能
リアルタイム性、セキュリティ 等

■課題
OSS用基盤的ソフト（ﾌﾟﾘﾝﾀﾄﾞﾗｲﾊﾞ等）・ミドルウェア(車載用ﾌﾟﾗｯﾄ
ﾌｫｰﾑ等)の開発、政府調達の推進等

スパコン

■求められる性能
世界最先端・最高性能

(10ﾍﾟﾀﾌﾛｯﾌﾟｽ級)のスー
パーコンピューティング
（現在世界一は、 米国
ローレンス研の280ﾃﾗ
ﾌﾛｯﾌﾟｽ (IBMが納入)）
■課題
高速・低電力半導体技術、接続・伝送技術、計算機アーキテク
チャ（ベクトル／スカラー／超並列の組合せ）の開発等

ストレージ

■求められる性能
小型化（1インチ以下）、大容量化（記録密度4倍）、転送
速度の高速化等
■課題
スピントロニクス（コイルを用いずに直接磁性を制御）技術、
高速ディスク回転技術（毎分１万回転以上）の開発等

コンテンツサービス

■求められる性能 ■課題
コンテンツ配信・サー ビス提供 最低帯域保証技術、 の
基盤整備、安全性(個人情報保 著作権保護技術・普
護、不正複製対策等）確保 等 の開発等

日本における
クライアントＯＳのシェア

Windows(99%) Mac OS(0.4%) Others(0.6%)

日本における
組込ＯＳのシェア

トロン(44%) Linux(17%) VxWorks(7%)

WinCE(5%) Others(27%)

出所）２００４デジタルコンテンツ白書

日本の配信系コンテンツ市場規模予測 米国のダウンロードコンテンツ配信市場予測

出所）Forrester Research Inc 推計
（１ドル＝110,21円）
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ルネサス、エルピーダ（日）
Intel（米）、サムソン（韓）

アラクサラ（日）
Cisco、Juniper（米）

シャープ、松下、ＩＰＳα（日）
サムソン（韓）、AUO（台）

マイクロソフト（米） Google（米）

NEC、富士通、
日立（日）、IBM（米）

日立GST、東芝（日）
Seagate、Maxtor（米）

USEN（日）
Apple（米）

求められる性能の
達成年度は5年後
（2010年）を想定
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○経済産業省においては、２００５年３月、「技術戦略マップ」を策定・公表
○情報通信分野については、NEDOが産学官の有識者の叡智を結集して策定
○基本的な考え方は、「中期的な市場ニーズ・社会ニーズを実現する上で重要と考えられる技術課題を俯瞰し、～出口イメージに至るまでの特にキーとなる技

術やスペックの展開を時間軸に沿って示した」もの
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電気・電子・情報関連業界の世界シェア（２００４年度）

デジタルカメラ

その他
16%

台湾Premier

3%

米Eastman Kodak
（チノン含む）

7%

キヤノン
20%

ソニー
19%

三洋電機
18%

カシオ計算機
4%

オリンパス
5%

富士写真フイルム
8%

ルーター

アヴィス, 0.6%

ノーテル, 11.6%

アルカテル, 7.7%

ルーセント, 7.1%

コサイン, 0.2%

その他, 4.1%

テルラボ, 0.2%

ジュニパー, 14.6%

シスコ, 47.5%

マルコーニ, 2.7%

リーバック, 1.8%

リバーストーンネットワーク

ス, 0.6%

ＮＥＣ, 1.0%

シエナ, 0.3%

Microsoft

16%

PeopleSoft

1%

Hitachi

1%

EMC

1%

Fujitsu

1%

Computer Associates

2%

HP

1%

SAP

3%

Oracle

4%

IBM

9%

Others

61%

パッケージソフトウェア

携帯電話

Nokia

29.9%

Motorola

15.1%

Samsung

12.8%

Siemens

7.5%

SonyEricsson

6.2%

LG

6.0%

その他

22.5%

液晶テレビ

Philips

11%

LG Electronics

7%

東芝

4%

その他

19%

ビクター

3%

シャープ

28%

Samsung

Electronics

9%

ソニー

11%

松下

8%

ルームエアコン

SAMSUNG
6%

WHIRLPOOL,
7.1%

GLEE（格力）
10%

LG
11%

HAIER（海爾）
7%

松下電器,
5.9%

その他
48%

KELON（科龍）
4%

洗濯機

MAYTAG
3%

その他
57% ＬＧ

6%

SAMSUNG
6%

HAIER（海爾）
9%

LITTLE SWAN
（小天鵝）, 7.7%

WHIRLPOOL,
7.1%

松下電器
4%

デスクトップPC
Dell（米）
18.1%

HP（米）
15.1%

NEC
2.2%

Samsung（韓）
0.7%

ソニー
0.7%

Medion（中）
0.8%

Apple（米）
1.6%

Founder（中）
1.4%

Tongfang（中）
0.9%

その他
43.9%

Lenovo（中）
7.1%

富士通
3.0%

Gateway
2.5%

Acer（台）
2.0%

複写機

東芝テック
5%

コニカ
4%京セラミタ

5%

シャープ
5%

ミノルタ
11%

富士ゼロック
ス
17%

リコー
24%

キャノン
27%

松下電送シ
ステム
2%
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総合家電各社の連結決算（平成１７年度通期）

（単位：億円）

※１ 松下電器は松下電工分含む

※２ NECと三洋電機は、第三四半期決算時の通期予想値

ソニー 松下 ＮＥＣ 富士通 日立 東芝 三菱電機 シャープ 三洋電機 沖電気

売上高 74,754 88,943 49,300 47,914 94,648 63,435 36,041 27,971 24,400 6,805

（前年同期比） 4.4% 2.1% 1.5% 0.6% 4.8% 8.7% 5.7% 10.1% ▲3.5% ▲1.2%

営業利益 1,913 4,143 1,000 1,814 2,560 2,406 1,577 1,637 ▲170 106

（０４年度同期） 1,139 3,085 1,250 1,601 2,790 1,548 1,206 1,510 104 272

（営業利益率） 2.6% 4.7% 2.0% 3.8% 2.7% 3.8% 4.4% 5.9% ▲0.7% 1.6%

当期純利益 1,236 1,544 600 685 373 782 956 887 ▲2,330 51

（０４年度同期） 1,638 585 679 319 514 460 711 768 ▲1,371 112

10

情報サービス産業の現状

情報サービス産業の売上高・従業員数の推移

0

100,000

200,000
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500,000

600,000

昭和４８年 　　５２年 　　５６年 　　６０年 平成元年 　　　５年 　　　９年 　　１３年

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

売上高

従業員数

出典：「特定サービス産業実態調査」
経済産業省

経済産業省「工業統計」出典：（社）日本自動車工業会 内閣府「国民経済計算年報」、総務省「労働力調査」、経済産業省「平成１２年簡易延長産業連関表」

自動車製造産業：
４３．２兆円（平成１４年）

電気・電子産業（ハード）：
６６兆円（平成１２年）

鉄鋼業：
１２．０兆円（平成１５年）

繊維産業（製造分野）：
８．１兆円（平成１２年）

※アパレル・小売を含めると４７．２兆円

【他産業の売上高】 【他産業の従業員数】
自動車製造産業：

７１．９万人（平成１４年）

電気・電子産業（ハード）：
１９４万人（平成１２年）

鉄鋼業：
２１．０万人（平成１５年）

繊維産業（製造分野）：
６８．０万人（平成１２年）

※アパレル・小売を含めると１８３万人

人 百万円

■ 我が国の情報サービス産業は、平成１５年で売上高１４兆円、就業者数５７万人。平成５年の産
業規模（６．５兆円、４５万人）から着実に成長。我が国基幹産業といわれる他産業と遜色ない規模。
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情報通信機器（パソコン、携帯機器、サーバ等）

ソフトウェア（ビジネスアプリケーション、組込みソフトウェア等）

ブロードバンド回線等のITインフラストラクチャー

自
動
車
産
業

（車
両
制
御
、
Ｉ
Ｔ
Ｓ
、

生
産
シ
ス
テ
ム
等
）

Ｉ
Ｔ
産
業

バ
イ
オ
産
業

（バ
イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ

テ
ィ
ク
ス
等
）

金
融
業

（
決
済
シ
ス
テ
ム
等
）

物理的基礎を
構成する部分

e-Gov.
…

情報サービス・ソフトウェアの位置付けも変化

－単なる「道具」から「戦略的ビジネス手段」
へ

例：組込みシステム開発費全
体に占めるソフトウェア開
発費の割合＝４０％

価値を実現する部分製
造
業

機
械
産
業

（Ｆ
Ａ
、
工
作
機
械
制
御
等
）

…

■ 産業規模の量的拡大のみならず、情報サービス・ソフトウェアは経済社会の基盤、あらゆる
産業の価値実現のインフラとして、その役割の質が深化。求められる機能も複雑化・高度化。

出典：「２００５年版組込みソフトウェア産業実態調査」
経済産業省

12
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50.0%

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

我が国のソフトウェア産業の競争力①我が国のソフトウェア産業の競争力①

売上高

（１０億US$）

売
上
高
営
業
利
益
率
（
％
）

■ ２０００年から２００４年にかけて、我が国のソフトウェア産業における主要企業の成長率は低
くとどまる、もしくは売上高、同営業利益率ともに低下。

■ 一方、欧米系企業では躍進を遂げた企業が多く見られる。

出典：各企業アニュアルレポート等（単独決算ベ
ス）

２００４年

２０００年

１９９５年

アジア企業

欧米企業

日本企業

・NRI
・CSK
・住商情報システム

・新日鉄ソリューションズ

・アルゴ21
・方正 等

日立
富士通 NEC

HP

IBM

Microsoft

SUN

NTT Data

Oracle

Infosys

コーエー

SAP
Wipro

Tata Infotech
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我が国のソフトウェア産業の競争力②

出典：「ソフトウェア輸出入統計調査 ２００３年実績」
（社） 日本電子情報技術産業協会
（社） 日本パーソナルコンピューターソフトウェア協会
（社） 情報サービス産業協会

■ ソフトウェアの輸出入状況は、圧倒的な輸入超過であり、その比率は輸出１に対して輸入
が約３０となる。

14

情報システムの信頼性向上情報システムの信頼性向上

取引所システムに障害が発生し、午前中の株式売買を全面的に停止。全銘柄を取引禁止にしたのは
初めて。

2005年11月1日証券システム

株価情報などの相場報道システムに障害が発生し、午前中の株式売買を全面的に停止。原因はオペ
レータの操作ミス。

2005年11月4日証券システム

証券取引数がシステムの処理性能を超えたため、取引時間を３０分早めて、その後の取引を強制停止。2006年1月18日証券システム

証券会社が大量の誤発注を出したところ、証券会社がすぐに注文を取り消せなかった。オペレーション
ミス、ソフトウェア不具合、緊急の取引停止が不可能だったことなどが原因。

2005年12月8日証券システム

システム障害により、対面・ネットでの取引やＡＴＭでの資金の振替サービスなどが一時停止。原因は
機器障害。

2006年1月14日証券システム

住民基本台帳ネットワーク（住基ネット）のシステムに障害。約3時間にわたって住基カードの交付作業
等が不可能になった。

2004年12月1日住民基本台帳ネットワ
ークシステム

電車指定席の予約システムにおいて、約3時間、切符の受取、新規予約等ができなくなるシステム障
害が発生し、約1,200人に影響。原因は、システムを切替え時のプログラム設定ミス。

2005年2月1日鉄道予約システム

ネットワークプロバイ
ダサービス

ネットワークプロバイ
ダサービス

航空運行関連システ
ム

交通情報系システム

主な事例

光ファイバを使ったインターネット接続サービスと電話サービスで通信障害が発生し、契約者の約8割
で通信が一時不通。認証サーバが過負荷に陥ったことが原因

2005年12月3日

ブロードバンド通信サービスで障害が発生。約71,000の家庭・オフィスに、最大で約7時間半に渡り、イ
ンターネットやＩＰ電話に接続できないなどの影響。ハードウェアのCPU故障により、認証サーバが過負
荷に陥ったことが原因。

2005年12月10日

運行情報全体を管理しているシステムが約1時間ダウンし、１時間近くに渡り使えなくなった。計10便が
30分以上送れ、約2,200人に影響。

2006年1月3日

首都高速等の30料金所において、自動料金収受システム（ＥＴＣ）が故障し、支払いができなくなった。
復旧に約8時間、推定で約6万台に影響。

2006年1月12日

障害内容の概要発生日時

社会インフラを担う情報システムの障害は、我が国の経済活動に大きな影響を及ぼす

＜情報システムを巡る最近の障害事例＞
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「情報システムの信頼性向上に関するガイドライン」 経緯「情報システムの信頼性向上に関するガイドライン」 経緯

本年１月２４日、一連の情報システム障害を受け、二階経済産業大臣より、
情報システムの信頼性を高めていくためのガイドラインを、三月末を目途に
議論するよう指示あり

２～３月の産業構造審議会情報経済分科会情報サービス・ソフトウェア小

委員会にて集中審議

３月２９日開催の情報サービス・ソフトウェア小委員会において了承

４月４日 、「情報システムの信頼性向上に関するガイドライン（案）」を公表

４月４日～５月８日パブリックコメント受付、５月中に公開予定

16

信頼性・安全性向上に向けた方向性信頼性・安全性向上に向けた方向性

全般的配慮事項

システム障害・影響拡大の原因及び背景 改善すべき要素

工数・工期・コスト見積りミス

プロジェクト管理ミス

開発・運用体制不備

緊急時の体制不備

人員のスキル不足

企画・開発及び保守・運用
全体における事項

技術に関する事項

人・組織に関する事項

商慣行・契約・法的要素に
関する事項

各要素を改善・見直し

することで、障害の防止

を狙う

ソフトウェアの誤り

ハードウェア故障・性能低下等

運用方法・手順等による誤り

障害発生時の対応の誤り・遅れ

発注仕様の誤り

性能・容量等の不足

製品間インターフェイスの誤り

システム障害・影響拡大

の原因は、複数の要素に

分けて分析が可能

直
接
的
原
因

間
接
的
原
因
／
背
景
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情報システムの信頼性向上に関するガイドライン概要情報システムの信頼性向上に関するガイドライン概要

具体的な対策具体的な対策

○情報システム利用者及び

情報システム供給者の

双方が応分の責務双方が応分の責務 を担
う。

• 利用者： 業務・サービス
の企画発意・機能維持

• 供給者： 合意に基づく

役割及び責任を果たす

ため、システム供給に

対し、最大限努力

○利用者及び供給者の

経営層は、説明責任経営層は、説明責任

を認識を認識し、必要な経営
資源の投入等に対して責務

を担う。

○未然防止と事後対策の

両側面からの対策両側面からの対策
が必要。

（注）求められる信頼性・安全性の水準に

応じ、情報システムを３段階に分類

（Ａ）重要インフラ等システム

（Ｂ）企業基幹システム

（Ｃ）その他のシステム

基本的考え方基本的考え方

１．企画・開発及び保守・運用全体における事項１．企画・開発及び保守・運用全体における事項

２．技術に関する事項２．技術に関する事項

３．人・組織に関する事項３．人・組織に関する事項

４．商慣行・契約・法的要素に関する事項４．商慣行・契約・法的要素に関する事項

実効性に関する担保措置実効性に関する担保措置

１．モデル契約の策定・活用１．モデル契約の策定・活用

• 利用者団体・供給者団体が協
力して、本ガイドラインの考え
方を反映させた標準的な契約
のあり方を検討。

３．診断（ベンチマーキング）３．診断（ベンチマーキング）

方法の整備方法の整備

• 経済産業省及びＩＰＡは、本ガイ
ドラインの内容に沿って、利用
者及び供給者両者に対する情
報 システムの開発及び運用状
況の 診断システム（ベンチマ
ーキング） の方法を整備。

○【企画・開発】利用者・供給者双方は、信頼性・安全性の

水準を検討し、仕様に取り込む。

○【保守・運用】情報システム障害発生時の対応手順を

文書化し合意。障害の内容・原因等を記録。

○【全体横断】定量的な手法を取り入れたプロジェクト
マネジメントを実行 等

○【手法・ツール活用】人手による誤りの排除等のため
に

モデル化言語、形式手法等を活用。

○【基本構造の確立】将来の拡張性、障害の影響の
最小化等を考慮。 等

○【人材育成】情報処理技術者試験及びＩＴスキル標準等を活
用。

○【組織整備】障害発生時の経営層まで含めた緊急体制を

整備。 等

○【契約】利用者・供給者双方の役割分担・責任関係を

合意し、契約において明記。

○【契約】遵守状況等をモニタリングする第３者的な
部署の設置。 等

２．政府調達における活用２．政府調達における活用

• 経済産業省は、本ガイドライン
の

内容を積極的に調達に活用。

• 政府調達における本ガイドライ
ンの活用方策を検討。

18

METI
Ministry of Economy,

Trade and Industry

IT経営力強化に向けた
政策展開
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＊米国では、「第３・第４段階」にある企業の割合が約半数。
（Gartner ｢IT投資動向に関する海外調査｣平成17年８月）

(出所）経済産業省「情報経済産業ビジョン」（平成１７年４月）、
野村総合研究所アンケート（平成１７年８月）

我が国のＩＴ投資はようやく「第２段階」

39%21%7%
５ 経営トップ・従業員間の価値観の
共有

42%21%0%４ スピード経営

42%30%12%
３ 経営に影響を与える可能性のあ
る出来事のトップへの迅速な報告

45%26%15%
２ 全社的課題に関する経営トップと
従業員間の情報共有

69%46%26%
１ 経営トップにおける迅速な業績
把握

ステージ３ステージ２ステージ１
経 営 課 題

39%21%7%
５ 経営トップ・従業員間の価値観の
共有

42%21%0%４ スピード経営

42%30%12%
３ 経営に影響を与える可能性のあ
る出来事のトップへの迅速な報告

45%26%15%
２ 全社的課題に関する経営トップと
従業員間の情報共有

69%46%26%
１ 経営トップにおける迅速な業績
把握

ステージ３ステージ２ステージ１
経 営 課 題

IT活用ステージ別にみた経営課題をITで解決している割合

ステージ③、④の企業は、業況が良い

（出所）経済産業省「情報技術と経営戦略会議 報告書」（平成１５年１０月）

（出所）経済産業省、電子商取引推進協議会、野村総合研究所「平成１４年度電子
商取引に関する市場規模・実態調査」（平成１５年１０月）

○我が国企業のＩＴ投資はようやく第２段階。ステージが高い企業ほどパフォーマンスが高い。
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「ＩＴ経営」について
【現状と課題】

◆我が国におけるＩＴの活用は、導入したものの使われていなかったり、各事業部や工場ごとにシステムをつくり上げていて「部門」の
「壁」を超えられない企業が７割以上の現状である。

◆企業全体で統一的にＩＴを活用して効率を上げたり、取引企業や顧客などの関係者を含め、企業を超えてＩＴを活用しているアメリカ
の現状に比べて、大きく遅れている。

【基本的考え方】

◆「新経済成長戦略」は、人口減少という逆風をついた「新しい成長」を目指し、製造業とサービス産業を今後の我が国の経済成長の
「双発エンジン」として位置づけている。

◆これらの産業全般に、ＩＴの革新的な活用を図ること（＝「ＩＴ経営」）が「新しい成長」の実現にとっての「鍵」となる。

【今後の目標】

◆「2010年度までに、企業の部門間・企業間の壁を超えて企業経営をＩＴによって最適化する企業の割合を大企業・中小企業ともに世
界トップクラスの水準に引き上げる。」 「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年１月１９日ＩＴ
戦略本部決定）から抜粋

◆「新経済成長戦略」は、ＩＴを革新的に活用する企業の割合をアメリカの水準以上にしていくことなどを念頭に置いている。

【具体的な方策】

◆ 「新経済成長戦略」では、
①ＩＴ投資の「質」の向上 ②ＩＴ投資の「量」の充実 ③社会参加を促すＩＴの活用
に取り組むこととしており、国民運動というべき『ＩＴ生産性向上運動』を展開する方針。

◆具体的には、
① 「産業競争力のための情報基盤強化税制」（平成１８年度創設）、「中小企業投資促進税制」（拡充・延長）の活用に加え、
②ＩＴの革新的な活用の『虎の巻』というべき「ＩＴの戦略的導入のための行動指針」の策定、
③ＩＴの活用の度合いを『自己診断』できるような「ＩＴ経営力指標」の策定、
④中小企業によるＩＴの革新的な活用を支援する「ＩＴ経営応援隊」の全国でのフル稼働
などによって、ＩＴによる生産性の向上を図る。

◆また、以上に加え、「新経済成長戦略」では、
①ＩＴ産業の強化 ②ＩＴ人材の充実・強化 ③市場環境の整備
に取り組むこととしており、これらによって「新しい成長」の実現を支えていく方針。
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「ＩＴ経営」とは

◆「ＩＴ新改革戦略」や「新経済成長戦略」における政策目標に照らしながら定義づけを試みると、
「ＩＴを使って企業経営を革新していくための経営組織を包含したマネジメント体制及びプロセスにおいて
① 全体最適の視点からＩＴによる業務改革を実現している
② ＩＴの活用によって、「経営情報」を組織全体で共有し、企業の意思決定に活用している
③ コンプライアンスの観点からリスクマネジメントや内部統制の確立にＩＴを活用している などによって

企業などの経営主体として、生産性向上などの競争力の強化を具体化すること」
ということができる。

（参考） 「ＩＴ経営」と「ＩＴガバナンス」について
◆ 「ＩＴガバナンス」とは「企業が競争優位性構築を目的に、ＩＴ（情報技術）戦略の策定・実行をコントロー
ルし、あるべき方向へ導く組織能力」として定義づけされている。
「企業のＩＴ統治能力向上の促進」という観点からは「ＩＴガバナンス」は「ＩＴ経営」の重要な要素

ではあるものの、「ＩＴ経営」は生産性向上などの競争力の強化を導くという観点からの、さらに広い概
念としてとらえることができるものである。
なお、平成１１年に通商産業省（当時）では「ＩＴ統治能力の自己診断」の観点から、「情報化レベル自己

診断スコアカード」を開発している。
「企業のITガバナンス向上に向けて～情報化レベル自己診断スコアカードの活用～」（平成１１年３月経済産業省）

IT経営
ＩＴを使って企業経営を革新していくために、企業の構
成員、あるいは取引先、顧客等を巻き込んだ一連のマネ
ジメントプロセスであり、「ＩＴガバナンス」よりも広い概念

ITガバナンス
企業の競争優位性の構築を
目的に、ITを利活用していくた
めの経営トップ層を中心とした
統治組織およびマネジメント

体制

【「ＩＴ経営」とは】
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「ＩＴの戦略的導入のための行動指針」

＜ＩＴ投資の「量」の不足（ ＩＴ投資の増加によるＩＴ資本の蓄積）＞
我が国におけるＩＴの活用の「質」は、７０％以上が「部門の壁」を越えられない「部分最適」。ＩＴ活用の可視化・摺合せも不十分。

＜ＩＴ投資の「質」の不足（ ＩＴをテコとする経営の改革）＞
我が国におけるＩＴ投資の「量」は、フロー・ストック共に、米国に比べて未だ低水準。

＜ＩＴ投資の「量」と「質」の関係＞
ＩＴ投資の「質」を高めることと、IT投資の「量」を増やすことは車の両輪のごとく連携する関係にある。
ＩＴ投資の成功事例は､IT投資の効果という「質」の面だけでなく､同時に高価に見合う適切な投資を行うことによって､ＩＴ投資の
「量」を増加させ、ＩＴの利活用を促進させたという側面も有している。

＜経営戦略とＩＴ戦略の一体化＞
「経営のスピードアップ」、「事業の変化と成長が激しい」、「経営全体に透明感が求められている」、「横断型のプロセス最適化、全
体最適化のテーマが急増」、「本社と事業会社等グループ全体での最適化」といった経営を取り巻く環境変化に対応した経営戦略の
実行には、経営戦略と一体となったＩＴ戦略の実行が求められる。

＜７つのＣＩＯ機能と２０の行動指針＞
経営戦略と一体となったＩＴ投資を具体的に検討するために、「ＣＩＯの機能と実践に関するベストプラクティス懇談会」を設置。
先進的なＩＴ投資を実施しているＣＩＯ（Chief Information Officer、情報統括役員）１８人からヒアリングを行い、経営とＩＴの
橋渡しという役割が求められるＣＩＯについて、７つの「ＣＩＯ機能」と、ＣＩＯがとるべき２０の「行動指針」を整理。

＜「ＩＴの戦略的導入のための行動指針」＞
ＣＩＯに求められる２０の「行動指針」の達成が目指すべき本質は、企業がＩＴを戦略的に導入して、経営革新にＩＴを活用し
ていくという「ＩＴ経営」に他ならない。
７つの「ＣＩＯ機能」と２０の「行動指針」を「ＩＴの戦略的導入のための行動指針」と位置づけ、ＣＩＯのベストプラクティスのヒア
リングや「ＩＴ経営力指標」における国際比較調査を通じて、適宜改訂を行っていくものとする。

「ＩＴ投資の拡大」、「ＣＩＯ機能の向上」がもたらす国際競争力の強化戦略について
（「ＣＩＯの機能と実践に関するベストプラクティス懇談会」） （平成１７年１２月経済産業省公表）
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（１）「IT戦略ビジョン」の策定と経営層の支援獲得
① ITが企業経営にもたらす変革と価値についての明確なビジョンを持ち、継続的な対話を通じて、経営層にIT戦略ビジョンおよびITの重要性を理解させた
上で、重要なIT戦略の意思決定プロセスに、経営層の参加をコミットさせる

② 顧客視点から自社のビジネスモデル展開を促進する
③ 新規テクノロジー／ソリューションの現状および将来動向を適宜把握し、これをビジネスに活かすタイミングについて展望を持つ

（２）現状の可視化による業務改革の推進とITによる最適化の実現
④ 業務プロセスを可視化することにより、業務間・部門間・企業間・地域間に存在する無駄・重複・非効率・属人性を抽出し、経営層・エンドユーザーに把握
させた上で、全社俯瞰的・横串的な視点から、組織やプロセスの最適化（標準化・集中化・省力化・自動化）を目指し、ＩＴによりその実現を支援する

⑤ 新たなビジネスモデルの創出をＩＴにより支援する

（３）安定的なIT構造（アーキテクチャ）の構築
⑥ ビジネス環境変化に柔軟に対応できる構造化・安定化されたＩＴ構造（アーキテクチャ）を構築するために、構築ポリシーを定義し、関係各位に遵守させ
る

⑦ ＩＴ構造（アーキテクチャ）の安定化を図るために、企業横断的な統制管理組織を編成する
⑧ ＩＴ構造（アーキテクチャ）も含む全社的なエンタープライズ・アーキテクチャの観点から、業務アプリケーションのポートフォリオ分析やビジネスプロセスの
標準化を推進する

（４）ITマネジメント体制の確立
⑨ ＣＩＯの指揮のもと、社長直下の全社横断的なＩＴ戦略立案・管理に関する集中的な意思決定機関を組織し、当該機関への経営層および利用部門のトッ
プの定期的な参画を促す

⑩ 自社のＩＴガバナンスを確立し、ＣＩＯ、自社ＩＴ部門、ＩＴ子会社、外部ベンダーについてのミッションを明確にした上で、ミッションに適した組織体制を構築
する

⑪ 社外のアウトソーサーやベンダーを適切にマネジメントし、かつWin-Winの関係を構築するための管理標準や評価の仕組みを策定する
（５）IT投資の客観的評価の実践
⑫ ＩＴ投資に対する考え方や判断基準を明確にし、経営層・利用部門も合意のもとで、経営課題の優先度・緊急度、期待される効果と整合がとれたＩＴ投資
判断を行う

⑬ ＩＴの事前投資判断のために、経済的・直接的効果（例：NPV、ROI、ROA、コスト削減、売上げ増加、リードタイム短縮）の定量化に努めるとともに、ＩＴの
定性的・間接的効果（例：ユーザーの利便性の向上、など）もあわせて重視する

⑭ ＩＴ投資案件の事前・事後評価を行う手法を導入する

（６）IT人材の育成・活用
⑮ ＩＴ部門のミッション・職務機能・スキルミックス・責任分界を定義する
⑯ ＩＴスキル標準などのガイドラインを活用する
⑰ ＩＴ部門要員のスキルを人事評価制度やキャリアパス制度にリンクさせる

（７）情報セキュリティ対策・情報管理の強化
⑱ 経営層に対してＩＴリスクの脅威を啓蒙する
⑲ セキュリティ、プライバシー等のＩＴに関連・起因するリスクの潜在・顕在要因を把握し、適宜対応策を立案・実施する
⑳ ＣＩＳＯ（情報セキュリティ統括専任担当）を設置する

「ＩＴの戦略的導入のための行動指針」 ～２０の行動指針～

24

「IT経営力指標」の策定の考え方「IT経営力指標」の策定の考え方
◆ 「ＩＴの戦略的導入のための行動指針」 を「情報技術の活用段階（ＩＴ活用ステージ）」のそれぞれのステージごと
に当てはめて、達成すべき「具体的な水準」を「ＩＴ経営力指標」とする。

なお、ステージに関係なく情報システムを導入するための基礎的前提となる事項（例えば、ＣＩＯの導入の有無）に関しては全ステ
ージ「基礎的事項」として区分する。

◆ 「ＩＴ経営力指標」については質問形式の形に落とし込み、毎年、上場企業等を対象に調査を実施することによって
データの蓄積を図るとともに、質問項目の補正などを行いながら、普及と改良を図るものとする。

なお、回答企業のデータについては、企業の規模別・業種別などで再集計し分析することによって、特徴点などを明らかに
する。

◆ 調査対象企業以外については、「自己診断」（セルフチェック）ができるように「項目」を開示して、全項目への回答後に
は自社のＩＴ活用ステージ及びステージアップのために必要な要素を認識することができるようにする。
これにより、企業が「ＩＴ経営力」を高めるための参考に資することができるようにする。
なお、国内企業に続いて、海外企業についても調査対象とする予定であり、国際比較が可能となる準備を進めていくものとする。

時 間

デ
ー
タ
収
集
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た
め
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査
対
象
会
社

セ
ル
フ
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ェ
ッ
ク
希
望
会
社

質問票 調査対象会社

（国内外の上場会社を中心に調査を実施）

集計・分析

結果公表
●国際間比較
●業種別・規
模別データ
●CIOトレンド
●IT投資と効
果分析
等

結果公表
●国際間比較
●業種別・規
模別データ
●CIOトレンド
●IT投資と効
果分析
等
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各ステージの「具体的な水準」の考え方

システムを導入しているも
のの、業務自動化の範疇を
超えられず、業務の利便性
向上や生産性向上に役立っ
ていない。

システム導入により、製品
やサービスに係る
○特定部門内の業務の利便
性や生産性が向上
○特定部門内の情報の共有
化と業務改善への活用

システム導入により、製品
やサービスに係る一連のプ
ロセスが連携して
○組織全体の業務の利便性
や生産性が向上
○組織全体の情報の共有化
と業務改善への活用

○企業としてのイノベーショ
ンの革新や新たなビジネス
モデルを顧客の視点から創
出

システム導入により、製品
やサービスに係る一連のプ
ロセスが連携して
○調達先・販売先などを含
め企業横断的に業務の利便
性や生産性が向上
○調達先・販売先などを含
め企業横断的な情報の共有
化と業務改善への活用

○調達先・販売先などを含
めた企業横断的なイノベー
ションの革新や新たなビジネ
スモデルを顧客の視点から
創出

第１ステージ
（IT不良資産化企業群）

第４ステージ
（企業横断的最適化群）

第３ステージ
（組織全体最適化企業群）

第２ステージ
（部門内最適化企業群）

＜システム導入にあたっての基礎的事項＞
（１）ステージに関係なく、ITを導入するにあたって一定水準に達していなければならない項目

○IT投資計画の策定 ○コンプライアンス、セキュリティ

（２）ステージの壁を越える直接的な要因とはならないが、ステージが高い企業郡ほど達成している項目が高いと考えられる項目
○CIOの導入 ○人材育成 ○IT投資評価

ステージアップのための要件へ

『ＩＴの戦略的導入のための行動指針』
～ＣＩＯに必要な取組み７項目中の２０の行動指

針～

各ステージにおける『行動指針』の達成水準を
示す

26

METI
Ministry of Economy,

Trade and Industry

情報サービス・ソフトウェア産業
を巡る政策の方向性

産業構造審議会 情報経済分科会

情報サービス・ソフトウェア小委員会
にて集中審議

（平成１８年５月に取りまとめ予定）
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望ましい産業像（新世紀型情報サービス・ソフト産業）望ましい産業像（新世紀型情報サービス・ソフト産業）

【情報サービス・ソフトウエア産業の発展の方向性は、過去の惰性を断ち切り、新
たな発展の芽を育てることではないか。】

特に、優先課題は以下の３つ。これらは相互に絡む複合的課題であり、同時
一体的に取り組むことで産業発展の好循環が生まれる。
透明・オープンで価値創造型の市場の創造（特に、情報サービス産業）
国際競争力を強化するイノベーション改革（特に、ソフトウェア産業）
高レベル人材の育成（共通課題）

すなわち、オープンで価値創造型の市場が創造されることで、国際競争力の
あるイノベーティブな商品・サービスが生まれる。また、産業の付加価値も増
大する。

そのような魅力ある産業には、高レベルの人材を惹きつけ、産業の競争力と
水準を更に上昇させる。

28

情報サービス産業対策情報サービス産業対策

【透明・オープンで価値創造型の市場（「新世紀情報サービス市場」）の創造のた
めに必要は条件は何か。】

・透明性の高い（可視化された）市場が創造されることで、「価値」に基づく取引
が可能になり、能力のある企業、人材が評価されることになる（情報システム
取引の透明化と競争環境の醸成）。

・この観点から、いわゆる「多重下請構造」は、業務量の分散処理という一定の
合理性はあるが、全体の信頼性を下げ、中間コストを増大させるので脱却をめ
ざすべき。

・「人月工数システム」については、付加価値評価尺度として一定の合理性もあ
るが、他の手法でより適切な価値評価が可能な場合、そちらに切り替えるべき。
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ソフトウェア産業対策ソフトウェア産業対策

【オープンな市場戦略、イノベーション環境、資源の有効活用が
キーワードか。】

グローバル市場で通用するイノベーティブな商品・サービスの
提供がカギ。
→ 標準化と差別化戦略の選択ないしベストミックスでの勝負が重要。
→ 製造業の機能性部品の持つ強みをソフトウェアに

オープンイノベーションの環境を整備して、多様な企業の新商
品開発及びそのビジネス展開を促進すべき。

世界の人的・技術的資源を有効活用すべき。同時に、日本が
強みにできる資源（製造業基盤や高度ネットワーク基盤、高機
能商品・サービスに対する消費者の高い感性）を活かした国
際展開も検討すべき。

30

人材対策人材対策

【情報サービス・ソフトウエア産業のサービス・製品レベルは人
的資源に大きく依存。】

よって、３Ｋ職場でなく、高い付加価値創造とそれに見合った
適切な処遇が重要。

このため、ITの人材のレベルを客観的に図る尺度の確立と具
体的なインセンティブの付与が重要。

さらに、ソフトウェア産業においては、ハイレベルな商品を開
発する独創的能力を持った人材（クリエータ）の強化が必要。
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ITスキル標準の概要ITスキル標準の概要

■ ITエンジニアの成長段階における能力の位置づけや、IT企業の戦力把握、研修プログラム開
発の際の目安とすることを目的に、ITサービスを提供する際に必要とされる能力を職種や専門分
野ごとに明確化・体系化した指標
■ IT投資局面に応じ、１１職種３８専門分野に整理し、それぞれの熟達度を７段階で規定している
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勤務先別応募者数
（全試験区分・17年度春）

大学
10.9%

その他
学生
5.2%

ユーザー
30.7%

ベンダー
46.0%

専修学校・
各種学校
6%

応募者数 受験者数 合格者数 合格率 備　考
ＡＵ 9,097 4,806 353 7.3 17年度春
ＡＮ 5,025 3,072 301 9.8 17年度秋
ＰＭ 14,086 7,866 631 8.0 〃
ＡＥ 12,394 7,223 533 7.4 〃

ネットワーク ＮＷ 29,996 18,295 2,263 12.4 〃
データベース ＤＢ 22,610 12,546 956 7.6 17年度春
システム管理 ＳＭ 12,472 6,394 443 6.9 〃
エンベデッドシステム ＥＳ 5,060 3,245 469 14.5 〃
情報セキュリティ ＳＶ

ＳＷ 124,057 72,713 9,505 13.1 17年度春
ＦＥ 206,874 141,566 19,109 13.5 17年度春・秋
ＳＵ 42,123 27,744 3,812 13.7 17年度秋
ＳＤ 4,110 2,328 186 8.0 〃
ＡＤ 176,110 127,507 35,365 27.7 17年度春・秋

664,014 435,305 73,926 17.0

試験区分

ソフトウェア開発技術者（春・秋）
基本情報技術者（春・秋）

初級システムアドミニストレータ（春・秋）

システムアナリスト試験
プロジェクトマネージャ試験
アプリケーションエンジニア試験

テクニカルエンジニア

システム監査技術者

上級システムアドミニストレータ
情報セキュリティアドミニストレータ

合　　　　　　　計

情報処理技術者試験の概要 【情報処理技術者試験の現状】情報処理技術者試験の概要 【情報処理技術者試験の現状】

■ 現在は、１４の試験区分で実施。

■ 合格率は総じて低い。最大２８％（ＡＤ）、平均１７％
、ＰＭ試験等の高度試験はNWを除き一桁。

■ ５割弱がベンダー企業の応募者で占められる。大
学１１％、専修学校は６％と少ない。

年齢別では２０代・３０代が全体の８割を占める。

応募者数の年齢別構成
（全試験区分・16年度春）

30代, 28.1
20代, 53.2

その他, 18.7
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METI
Ministry of Economy,

Trade and Industry

ビジネスグリッドの推進と
サービスイノベーション
～技術基盤の確立と事業化～

34

ソフトウェア技術政策の方向性ソフトウェア技術政策の方向性

【社会的背景】

情報システムの複雑性の高まり

情報システム障害による社会経済への悪影響の増大

ブロードバンドの進展

ＩＴ投資の投資効果に対する関心の拡大

【技術動向】

ASPサービスへのニーズの高まり
テキストデータや画像データなど様々なデータに意味を加えて
自由に流通させることが可能になるなどといったいわゆる
Web2.0の盛り上がり
情報システムの信頼性・安全性向上への要求の高まり

OSSを始めとするオープンイノベーションの進展

ソフトウェア技術を取り巻く現状
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ネットワーク

社内

社外
サーバ

ビジネス・グリッド・コンピューティング

ネットワーク上のコンピュータ等をあたかも
１つのコンピュータのように活用

ビジネスグリッドコンピューティング・プロジェクト（平成１５～１７年度）ビジネスグリッドコンピューティング・プロジェクト（平成１５～１７年度）

ネットワークで接続された多数のコンピュータを協調動作さ
せ、 あたかも一つの大型システムのように稼動させる技術で

あり、負荷が増加したり、故障したりした場合に、システムが
管理しているコ ンピュータ群の中から必要なコンピュータを

探し出し、業務の割り振りを可能とするもの。

36

事業の政策目標と評価事業の政策目標と評価

ビジネスグリッドコンピューティングプロジェクトの政
策目標の達成度を自己評価するにあたり、下記の
４つの観点で達成状況を整理・分析

プロジェクトの成果を事業化に
結び付けること

Ⅰ．事業面での目標と評価

革新性の高い技術の
開発を行うこと

Ⅱ．技術面での目標と評価

ｽﾄﾚｰｼﾞ等競争力の高い技術
の積極的な国際市場展開

Ⅳ．国際市場展開での目標と評価

国際市場への展開を
有利にする取組

Ⅲ．標準面での目標と評価
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大政策目標Ⅰ：プロジェクトの事業面での目標と評価

本プロジェクトの成果を事業化に結びつけること。
具体的には、本プロジェクトの成果を用いて、先進的かつ大規模なシステムの稼働を事業ベース
（＝実際のビジネス等の現場またはそれと同等の環境下で、技術的・経済的に現実的な解を与え
る程度）で実現すること、あるいは、具体的な実現の目途を付けること。

本プロジェクトの成果を事業化に結びつけること。
具体的には、本プロジェクトの成果を用いて、先進的かつ大規模なシステムの稼働を事業ベース
（＝実際のビジネス等の現場またはそれと同等の環境下で、技術的・経済的に現実的な解を与え
る程度）で実現すること、あるいは、具体的な実現の目途を付けること。

３．顧客企業の満足

１．顧客企業の発掘 (1)実証実験の参加顧客企業等を発掘
(2)有望な適用領域を中心に顧客企業等へアプローチして発掘

(3)ビジネスグリッドの啓蒙普及活動を推進

中政策目標 小政策目標

(1)成果を取り込んだ製品を提供
(2)成果の一部を切り出した製品を提供

２．実証実験の稼動
(1)実証実験において、実業務にビジネスグリッド技術を適用して動作
させ、実用性を評価し問題なく稼動

(1)実証実験の目標を達成し、当該顧客企業等から一定の満足を
獲得

４．新たな付加価値を
持つ製品化

５．実証実験からの
フィードバック

(1)実証実験の成果を有効に活用
(2)実証実験で摘出した今後の改善点を明らかにし解決の方針を
明確化

６．３社共同推進体制 (1)国家プロジェクト終了後の推進体制の明確化

(4)実用化イメージを対外的にPRするためのﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝの公開

38

１．顧客企業等の発掘（実証実験顧客獲得／顧客発掘アプローチ）

(1) 日本経済新聞社、マツダ㈱の協力を得て実証実験を実施し、技術の有効
性を実証

(2) 有望適用領域中心に顧客企業等へアプローチ（プロスペクト１９システム）
・有望適用領域：サーバ統合、データセンタ事業者、ＳＩ企業等

・２社でグリッド採用の方針

最近のセミナーも好意的な反応：適用できる：５３％、採用検討/検討中：５３％

不明
40%

適用
できない
7%

適用できる
53%

JUAS会員向け説明会（２００６/２/7）
（出席者：４１名、アンケート：15名）
ビジネスグリッドが適用できるか

・業務アプリケーションのディ
ザスタ・リカバリとして適用（製
造系）
・メールサーバーや代理店オ
ンラインとして適用(保険系）
・予約業務、運航管理業務と
して適用（航空系）
・ワールドワイドに稼働する時
差を考慮すべきシステムに適
用（金融系）

その他
40%

検討
しない
7%

検討中
13%

検討する
40%

今後、ビジネスグリッドの採用を検討されるか

・高負荷時の対応（航空系）
・業務アプリケーションのディ
ザスタ・リカバリとして（製造
系）

ビジネスグリッド顧客企業等発掘アプローチ状況(2006/2現在)

進展進展 注）②以降の数値は進展上位の数値を含む

（JUAS会員向け説明会(2006/2/7)）

構築 ： １社
（サーバ統合： ０社、データセンタ： １社、ＳＩ企業： ０社）

⑥ビジネスグリッド
システム構築

採用方針： 2社
（サーバ統合： １社、データセンタ： 1社、ＳＩ企業： ０社）

⑤ビジネスグリッド
採用方針

適用検討： 10社
（サーバ統合： 4社、データセンタ： 4社、ＳＩ企業： ２社）

④ビジネスグリッド
適用検討

提案 ： 19社
（サーバ統合： 10社、データセンタ： 5社、ＳＩ企業： 4社）

③ビジネスグリッド
提案

説明顧客企業等数： 57社②顧客企業等へ
の個別説明

実施回数： ４９回、受講者数； ３,９４５人
反応：適用できる53%、採用検討/検討中53%
（2006/2/7JUAS会員向け説明会アンケートより）

①社内外セミナ

件数アプローチ項目
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２．実証実験の稼動（実業務システムへのグリッド技術の適用）２．実証実験の稼動（実業務システムへのグリッド技術の適用）

実業務システムの稼動

グリッド技術の実用上問題ないレベルでの稼動
ビジネスグリッドミドルウェアの下記機能を実アプリケーションを用いて
稼動させ、実用上問題ないレベルで稼動させることができた

①サイト内での迅速・確実な負荷変動・障害対応

②人為ミスを防止する仕組み

③専用待機リソースを持たないディザスタリカバリ

④高負荷時の他サイトリソースの利用（日経新聞社）

⑤業務の広域分散配備（マツダ㈱）

日本経済新聞社殿
ニュース配信システムの高負荷対応・災害対策

マツダ㈱殿
基幹システムの運用コスト削減・災害対策

The 
Inter
net

The 
Inter
net

ﾛｸ゙ｻ ﾊー゙
WWWｻｰﾊ゙

F/W L4ｽｲｯﾁ

外部ﾃﾞ ﾀーｾﾝﾀ

ﾚﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾚﾌ゚ﾘｹ ｼーｮﾝ

ｸﾞﾘｯﾄ゙ｻ ﾊーﾞ

ＤＢｻ ﾊー゙

ﾛｸﾞｻー ﾊ゙

ＤＢｻ ﾊー゙

WWWｻｰﾊ゙
F/W L4ｽｲｯﾁ

ﾛｸﾞ集計ﾏﾈｰｼ゙ｬー

ｸﾞﾘｯﾄ゙ｻ ﾊー゙

配信ｾﾝﾀ障害時に、外部

ﾃ゙ ﾀーｾﾝﾀでｻー ﾋ゙ｽ継続

アクセス状況の迅速な把握

主担当：富士通主担当：ＮＥＣ

ビジネスグリッドミドルウェアビジネスグリッドミドルウェア

ビジネスグリッドミドルウェアビジネスグリッドミドルウェア

販社システム 販社システム

集配信シ
ステム販社システム

本社サイト 外部ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ

平常時

災害時

集配信システム

応答時間が低下しても、
業務継続を最優先

①販社システムは集配新システム復
旧のため縮小し、片系で運用継続

②集配信システム
を復旧

東日本販社 西日本販社

平常時接続

災害時接続

データバックアップ

主担当：ＮＥＣ

ビジネスグリッドミドルウェアビジネスグリッドミドルウェア

ビジネスグリッドミドルウェアビジネスグリッドミドルウェア

販社システム 販社システム

集配信シ
ステム販社システム

本社サイト 外部ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ

平常時

災害時

集配信システム

応答時間が低下しても、
業務継続を最優先

①販社システムは集配新システム復
旧のため縮小し、片系で運用継続

②集配信システム
を復旧

東日本販社 西日本販社

平常時接続

災害時接続

データバックアップ

災害発生
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３． 顧客企業の満足３． 顧客企業の満足

専用の待機設備を用意することなく、災害時の業務復旧が可能であること、
また、手順の自動化により人為的ミスに起因する作業ロスを排除し、迅速な
業務復旧／SLA維持を実現できることを確認できた。
→ 本番システムへの適用の方向で検討開始

サーバ追加等の構成変更が手軽にできるようになった点や、負荷対応に
かかった時間短縮などについて評価して頂いた。

【マツダ㈱実証実験結果】

【日本経済新聞社実証実験結果】

実環境に近い実証実験システムにおいて、ビジネスグリッドミドルウェアの
実用的効果を確認。
参加を頂いた企業から一定の評価を頂くことができた。

実環境に近い実証実験システムにおいて、ビジネスグリッドミドルウェアの
実用的効果を確認。
参加を頂いた企業から一定の評価を頂くことができた。
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大政策目標Ⅱ：プロジェクトの技術面での目標と評価

革新性の高い技術の開発を行うこと
具体的には、市場競争力を持ち、海外企業等とのオープンな連携の提案を可能にする程度に高

い技術を開発すること

革新性の高い技術の開発を行うこと
具体的には、市場競争力を持ち、海外企業等とのオープンな連携の提案を可能にする程度に高

い技術を開発すること

２．実用化ｲﾒｰｼﾞの提示

１．革新的な技術開発 (1)実用上の効果とそれを実現する革新的な技術を開発

(2)積極的な特許出願

(3)技術成果の先進性の学界・業界での認知に向けた努力

中政策目標 小政策目標

(1)実証実験において開発技術の有用性、実用性を実証

42

１．革新的技術の開発(1/2)１．革新的技術の開発(1/2)

(１)実用上の効果とそれを実現する革新的な技術を開発
革新的なビジネスグリッド技術の適用により、業務システムのROI向上、
運用コスト削減に実用的効果をもたらすことが可能
→ 重要項目については実証実験により顧客企業からの評価も頂いている

業務定義（ZAR)による運用情報定式化技術

リソース割当て技術リソース仮想化技術

広域連携技術

自律制御技術

リソース階層化管理技術

●予測を越えた負荷変動に対し、予め定めたルールに従
って、動的にサーバを割り当てることにより、サーバ稼働率
が50％向上することを確認。また、手動で行った場合１９０
分かかると想定されるサーバ切替時間を３５分と、20%以
下に短縮した。

●リソースの状態を監視し、障害を検知した場合に
適切な代替リソースを自動的に割り当てる。この機
能により、運用者が常時監視する体制なしで業務
継続性を確保するとともに、手動で復旧する場合と
比較して、障害発生時の障害回復時間50%以上短
縮した。

●災害等により、自センタで業務を継続出来なくなった場
合でも、自センタと同じ設備を用意しない他センタにきりか
えることにより、自センタで業務を行っていた場合と全く同
じように業務を再開するディザスタリカバリを速やかに行
うことができる。（専用待機リソースなしで障害発生時の2
時間以上前の状態を、障害発生から4時間で復旧）

●業務の優先度に応じて、優先度の高い業務に
リソースを融通することで、システム全体の効率
を最適化。また、複数センタ間でのリソース融通
におけるリソース追加時間を、手作業で行った場
合と比較して、20%以下に短縮した。

ビジネスグリッドミドルウェアが実現した革新的技術

ビジネスグリッドミドルウェアが提供する実用上の効果の例

（革新的技術が生む実用上の効果と
特徴ある技術開発）



JPGRID-GW06

22

43

１．革新的技術の開発(2/2) （特許出願状況と認知努力）１．革新的技術の開発(2/2) （特許出願状況と認知努力）

(2)積極的な特許出願

国内４３件、海外２７件出願

(3)技術成果の先進性の学界・業界での認知に向けた
努力

技術成果の先進性を評価され依頼を受け実施した講演
12件
（内、海外での講演5件/国内開催の国際会議3件）

査読を通り発表した論文/講演3件

・対R&D費用比でみて、世界的にトップレベル

44

大政策目標Ⅲ：プロジェクトの標準面での目標と評価

本プロジェクト参加者の国際市場への展開を有利にするあらゆる取り組みを
タイムリに行うこと。具体的には、競争上重要な分野を中心に、タイミング良く
本プロジェクト発の国際標準を獲得すること。

本プロジェクト参加者の国際市場への展開を有利にするあらゆる取り組みを
タイムリに行うこと。具体的には、競争上重要な分野を中心に、タイミング良く
本プロジェクト発の国際標準を獲得すること。

２．国際標準の獲得

１．計画的・戦略的な活動 （１）有識者の知見や標準化の場/機会を活用した計画的/戦略的な
標準化活動の取り組み

（２）国際市場への展開を有利にするために必要な技術領域の特定と
その技術を標準化するに相応しい標準化団体および作業部会への
活動の集中

中政策目標 小政策目標

（１）プロジェクト成果技術を標準化団体が受理できるように標準技術
仕様提案の形に整形/一般化

（３）標準化作業部会のリーダもしくはコアメンバとして活動を推進

（２）プロジェクト成果技術を勧告としてタイムリに標準獲得

（３）標準普及のためのオープンソース化

（４）標準化案を適用したビジネスの立上げ



JPGRID-GW06

23

45

○WSDM (Web Services Distributed Management)

○JSDL (Job Submission Description Language)

○○CDDLM (Configuration Description, Deployment 
and Lifecycle Management)

○○ACS (Application Contents Service)

リーダシップの確立Working Group (WG)/
Technical Committee (TC)

○○WSRM (Web Services Reliable Messaging)

○

GRAAP(WS-Agreement)
(Grid Resource Allocation Agreement Protocol)

○OGSA (Open Grid Services Architecture)

ｺｱﾒﾝﾊﾞｰとして推
進

共同議長就任創設に寄与

•Global Grid Forum(GGF)においてArea Director、Steering Group の役職就任
•GGF Leadership Awardを受賞
•Global Grid Forum(GGF)においてArea Director、Steering Group の役職就任
•GGF Leadership Awardを受賞

重要な７つの作業部会において積極的な活動を通じてリーダシップを確立。
上位組織での役職就任や貢献を認められてAwardを獲得するなど評価を受ける。

１．計画的・戦略的な活動 （リーダまたはコアメンバーとして推進）１．計画的・戦略的な活動 （リーダまたはコアメンバーとして推進）

(3) 標準化作業部会のリーダもしくはコアメンバとして活動を推進

○

46

大政策目標Ⅳ：プロジェクトの国際市場展開での目標と評価

ストレージ技術等、特に競争力の強い技術については、積極的に国際市場へ
の展開を図ること。

ストレージ技術等、特に競争力の強い技術については、積極的に国際市場へ
の展開を図ること。

Gartnerのストレージ管理ソフトウェア評価が3段階アップ
し、トップベンダと同等の評価を獲得

2003年：Strong Negative（レベル5）
⇒ 2004年：Positive（レベル2）

米国IT調査機関ESG（Enterprise Strategy Group）に
よる第三者評価を行い、Worldwideで最高クラスの評価
を獲得

米国のユーザにて、自動データ再配置機能を実装した

ストレージ管理ソフトウェアの先行評価を実施し、製品へ

フィードバック済

①自動データ再配置、レプリケーション管理等の機能を

DLCM市場を狙ったストレージ管理ソフトウェアとして
製品化し、2005年4月より国際市場へ出荷開始

②大量のストレージを保有しているユーザを中心にアプロー

チ ５０社（海外：４３社、国内：７社）で導入済

達 成 状 況

○(2)国際市場にお
けるプレゼンスの
向上

(2)北米市場の先
行ユーザによる評
価

(1)第3者評価に
よる開発技術の
有用性、実用性
の実証

２．第三者に
よる評価

(1)成果を取り込
んだ製品を国際
市場へ提供

１．海外顧客
による評価と
国際市場へ
展開

小政策目標中政策目標
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ＩＴによる「情報大航海時代」の到来ＩＴによる「情報大航海時代」の到来

情報大航海時代から情報ルネサンスを目指して

問題意識

情報大航海時代とは？

現状認識

・情報量が飛躍的に増え続けていく中、検索エンジンなど知的情
報アクセスに頼らなければ、インターネット上で必要な情報にた
どり着くことが難しい状況。

・個人にとっては知的情報アクセスによって利便性の向上がもた
らされているものの、結果表示の恣意性への理解不足、知的財
産権・プライバシーの侵害など、個人が抱える潜在的なリスクは
増大傾向にあり、また、その対応手段も欠如。

～個人を取り巻く環境の変化とリスクへの対応の遅れ～

→ 本分野の重要性は増大しているものの、
我が国の取組みは遅れている

～知的情報アクセスの影響力が増大～

～我が国企業の国際競争力の低下～

・膨大なデジタル・コンテンツ（「大海原」）と日常的に向き合いな
がら、利用者である個人・事業者（「航海者」）は社会生活を送って
いる（「情報大航海時代」）。

・このような「情報大航海時代」において、「航海者」が必要な情
報を簡便かつ的確に探しだし、効率よく把握し、知的欲求や価値
創造に如何に活かしていくかが重要な課題。

・こうした課題を解決へと導く「羅針盤」の役割を担うのが、「航海
者」の知的欲求を満たすような情報へのアクセス（「知的情報アク
セス」）であり、こうした情報検索、解析、発信を行う一連の技術・
サービスが今後の鍵。

・世界中のＷｅｂ情報を収集し、それを利用者にアクセス可能と
する知的情報アクセスの進展により、個人、企業、行政等にと
っての情報発信力や情報収集力は飛躍的に向上。

・一方で、利用者の依存度が高まり、情報メディアとしての社会
的な影響が大きくなりつつある。

・情報検索はグーグル、Ｗｅｂ情報の解析はＩＢＭなど、本分野
は米国企業が優位にあり、世界中の情報が米国企業に集中し、
管理される可能性あり。

・我が国も産業界、大学に要素技術はあるものの、これらの技
術を統合したサービスが提供されていない。こうした基盤技術
が非本邦系企業によってブラックボックス化されると、我が国か
ら新たなイノベーションが生まれにくい。

・ＥＵは、言語・文化保護の観点から、産学官による研究開発と
して既に本分野に着手。（出所：ＩＴによる「情報大航海時代」の情報利用を考える研究会資料）
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ＩＴによる「情報大航海時代」の到来ＩＴによる「情報大航海時代」の到来

本分野の課題とその広がり 産業としての課題

→ 情報産業のみならず多くの産業競争力に波及
研究開発等による重点的な取組みが必要

現在のまま放置すると・・・

「個人」からみた課題

～知的情報アクセスがもたらす課題（例）～

等

検索結果表示されたＷｅｂ情報が信頼できない

検索エンジンにより、個人情報が意図しない形で流出した

高齢者等情報弱者に適した検索が確立できていない

消費者の検索の潜在的なリスクについての認識が足りない

・我が国の基盤技術が米国に依存し、日本独自の情報検索・
解析技術開発目標を設定することが困難となる。商業主義・広
告依存型モデルの米国とは異なった視点での技術開発が課題。
（例） リアルタイム処理、個人の情報受発信支援ツール開発

・産業競争力の強化において、情報の収集分析には判断・活
用につながるような日本固有の考え方が反映された基本ソフト
ウエアがないと、“自前の道具”が得られず、新たなイノベーショ
ンが生まれない。

・情報の飛躍的増加に対処して新しいサービスを開発する分野
については、日本の情報産業から人材が流出し、本分野に関
する技術が失われ、それを活用する技術も衰退する可能性が
ある。

情報産業以外の分野についても・・・

・情報産業のみならず、通信、メディア、広告、コンテンツ、流通
など多くの産業が、情報検索・情報解析の技術基盤の今後の
動向に大きく影響される可能性がある。

・資本の蓄積に類似した「情報の蓄積」にこそ、今後のイノベー
ションを生み出す鍵があるとするならば、我が国の本分野への
取組みは不十分であり、ナショナルアジェンダとして、重点的に
取り組むべき課題であると言える。

→ 情報大航海時代を生き抜く個人の
思考や行動を支援する仕組みが必要

（出所：ＩＴによる「情報大航海時代」の情報利用を考える研究会資料）
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ＩＴによる「情報大航海時代」の到来ＩＴによる「情報大航海時代」の到来

基本的考え方

～今後の方策（例）～

①＜次世代の知的情報アクセス基盤の構築支援＞

本分野は、膨大な情報処理能力及びスケールメリットが必要とされて
おり、研究開発基盤の構築に当たっては、公的なリーダシップの下、産
業界、大学等と連携して取り組むことが必要。

②＜個人の情報収集・解析・発信力の向上及び安
心・安全の確立＞

情報大航海時代における個人の安心・安全を確保するため、制度的
課題の解決等に取り組むとともに、個人が情報をうまく使いこなすため
の収集・解析・発信力の強化を支援する。

情報収集・編集ツールの開発

Ｗｅｂ情報の構造化・標準化

情報評価システムの確立

Ｗｅｂ情報の定点調査 等

③＜次世代を目指した研究開発の加速化＞
我が国は、第１世代（キーワード検索中心、広告型ビジネス
）に出遅れただけであり、マルチメディアやセンサリング情報
を対象とする次世代以降には強みがあると考えられる。

今後、ITを活用して新しい生活を創造し、また、社会的な課
題を解決していくような幅広い分野での応用可能性が高く、こ
こに戦略的にリソースを配分していくことが必要。

（出所：ＩＴによる「情報大航海時代」の情報利用を考える研究会資料）
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ＩＴによる「情報大航海時代」の到来ＩＴによる「情報大航海時代」の到来 知的情報アクセス技術

非
デ
ジ
タ
ル
情
報

セ
ン
サ
ー
情
報

（
Ｉ
Ｃ
タ
グ
、
交
通
情
報
等
）

テ
キ
ス
ト

（ワ
ー
ド
・表
計
算
等
）

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア

（
画
像
・映
像
等
）

現在のコア領域

ユーザ端末内の情報 インターネット上の情報

動的情報

静的情報

実
世
界
情
報

「知的情報アクセス」の現状は、「キーワード」検索により、情報の在処を伝えること。
それ以外の領域については、まだまだ勝負は始まったところ。

（出所：ＩＴによる「情報大航海時代」の情報利用

を考える研究会資料）
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ＩＴによる「情報大航海時代」の到来ＩＴによる「情報大航海時代」の到来 知的情報アクセス技術

非
デ
ジ
タ
ル
情
報

セ
ン
サ
ー
情
報

（
Ｉ
Ｃ
タ
グ
、
交
通
情
報
等
）

テ
キ
ス
ト

（ワ
ー
ド
・表
計
算
等
）

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア

（
画
像
・映
像
等
）

現在の
情報検索の領域

ユーザ端末内の情報 インターネット上の情報

動的情報

静的情報

リ
ア
ル
タ
イ
ム
情
報

⑥非デジタル情報の
デジタル化、非Web
情報のＷｅｂ化

②マルチメディア情報
の検索・解析へ

④ユーザ端末への
サービス展開

③リアルタイム情報
の検索・解析へ

⑤ソフトウェアの
Ｗｅｂサービス化

ここ最近の知的情報アクセス関連のサービスを分析すると、大きく下記
の６つの領域への展開が予想される

①現在の検索の高度化

（出所：ＩＴによる「情報大航海時代」の情報利用

を考える研究会資料）
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ＩＴによる「情報大航海時代」の到来ＩＴによる「情報大航海時代」の到来

Web及び非Web上にある大
量かつ多種な情報を、個人が
簡便、的確、かつ安心して収
集、分析することができる次
世代の情報検索・情報解析
技術基盤を構築することが必
要。

（出所：ＩＴによる「情報大航海時代」の情報利用を考える研究会資料）

Web
ｻｰﾊﾞ

インターネット上の
Webページ

クエリー
(ｷｰﾜｰﾄﾞ)

検索

検索語ｷｰﾜｰﾄﾞ
入力用ﾍﾟｰｼﾞ

⑧表示

リアルタイム処理

③膨大なクロールデータ

インデクサー

⑤膨大なインデックスデータ

検索
ｴﾝｼﾞﾝ
ｻｰﾊﾞ

クエリー
(ｷｰﾜｰﾄﾞ)④ｲﾝﾃﾞｯｸｽ生成

⑥検索実行
⑦

検

索

結

果

ペ

ー

ジ

生

成

速度

精度

ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ技術ﾗﾝｷﾝｸﾞ技術

CPUﾊﾟﾜｰ

クローラー
①クロール
（データ収集）

②

コ
ピ

ー

事前処理

情報鮮度

情報量

大規模分散ｼｽﾃﾑ構成技術

ｸﾛｰﾘﾝｸﾞ技術

大量のｻｰﾊﾞ台数

検索サービスにおけるサービスバリューとそれを実現する技術要素、および該当する機能サーバとの関係

大規模分散ｼｽﾃﾑ
構成技術

日々消失する
過去ページ

過去の知識
資産のアーカイブ化

専用ＤＢ

非ｗｅｂ
情報

共有プラットフォーム対象機能

安心安全な社会維持のため
国民向けeGovernment
あるいは海外向け
Japan Ｓｅａｒｃｈの実現を
検討

モニタリング

ＷＥＢ情報解析機能 ＩＴマーケティング機能

共通プラットフォーム付加機能

様々なツール類

【戦略的課題の解決方法案（下記は一つのイメージ）】
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まとめ：グリッド技術に期待する今後の方向性まとめ：グリッド技術に期待する今後の方向性

先進的かつ大規模なシステムの信頼性を向上させ、シ
ステムの効率を上げるため、グリッド技術を事業ベース
へ展開し、IT経営力の強化に向けた技術基盤を拡充。

ユーザーサイドにおけるサービスイノベーションを促進
するため、これまでのビジネスグリッド技術などの成果
の、大規模なＷｅｂサービスや検索サービスへの活用
可能性について検討。


